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Ⅰ　はじめに
本稿は，別稿1で課題として残しておいたドイツの信頼役務法（Vertrauensdienstegesetz

















２　Geset zur Durchführung der Verordnung (EU) Nr. 910/2014 des Europpäischen Parlaments
und des Ratesvom 23. Juli 2014 über elektronische Identifizierung und Vertrauensdienste für
elektronische Transaktionen im Binnenmarkt und zur Aufhebung der Richtlinie 1999/93/EG
(eIDAS-Durchführungsgesetz) v. 18. Juli 2017, BGBl I S. 2745. 法案と提案理由は，BT-Drucks.


























34 専修ロージャーナル　第15号 2019. 12










































MMR 2018, S. 31 ff., S. 35.
８　署名法および署名令とeIDAS規則の規定とを比較対照した作業として，Alexander Roßnagel,
Das Recht der Vertrauensdienste – Die eIDAS-Verordnung in der deutschen Rechtsverordnung,






























36 専修ロージャーナル　第15号 2019. 12



























(REGULATION (EU) 2016/679 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of
27 April 2016 on the protection of natural persons with regard to the processing of personal data
and on the free movement of such data, and repealing Directive 95/46/EC (General Data
Protection Regulation), OJ L 119, 4.5.2016, p. 1–88); GDPRが施行され，わが国でもそれへの対
応に注目が集まっている。
11　ドイツのトラストリストは，ドイツのルートCA関係のサイト< https://www.nrca-ds.de/st/TSL-
XML.xml >(visited on 7.21.2019) で公表されているが，EU全体のブラウザ< https://webgate.ec.
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46 専修ロージャーナル　第15号 2019. 12
22　拙稿・前掲注１）41頁注27参照。これは，新しい安全なタイムスタンプが打たれた日時にお
いては，未だもとのタイムスタンプの安全性が低下しておらず（有効であり），データの完全
性等および打刻日時等（タイムスタンプの証明事項）に問題がないということを証明すること
による。このロジックを複数回繰り返しても，条件を満たす限り電子署名と署名時タイムスタ
ンプまたは検証後のアーカイブタイムスタンプ（アーカイブ用タイムスタンプ）の打刻日時に
は問題がないことが証明されることになる。
23　認証事業者による失効が遅れると，例えば盗難・漏洩・紛失した秘密鍵が第三者により悪用
されてしまいそれを用いた署名が署名の検証上有効なものとされてしまう事態になる可能性が
あり，そうした事態を防止するためには，証明書の失効時点がいつであったか，ただちに失効
手続がとられたのかといった点についての失効記録情報が検証される必要が訴訟等の中で出て
くることになる。
それに対し信頼役務法では，その15条で，引き継ぎ事業者が確保できないときの
最終的代替策として，同条１項１段２号は，「二　第５項で言及されている信頼イン
フラストラクチャにおいて連邦ネットワーク庁によって引き継がれる」可能性を国
家として確保している点が注目される。この点も，従来の旧署名法以来の制度的な
対応の再現であり，長期的に検証すべきデータの検証条件を国家による，書類24・
データ（公開鍵データベース，失効情報データ）等の引き継ぎ保存により保障する
制度として，注目されるものである。旧署名法時代から，現実にすでに業務を休廃
止した事業者の書類等を連邦ネットワーク庁が引き継いで，書類等の消失を防いで
いる状況であることは，電子証拠の長期的な検証可能性の確保という観点からは極
めて注目に値する制度であるといえよう。なお，オーストリア法においても，同様
の仕組みをとって長期的な検証可能性の確保の措置を執ることとしていることにつ
いては，前述25したが，同様に注目される制度になっている。
Ⅴ　おわりに
別稿で検討してきたeIDAS規則を実施するものとしてドイツで制定された信頼役
務法は，上記のような内容と特徴を持っているものである。前章では，信頼役務法
のプラス面が出過ぎたような検討結果となってしまったが，しかし，同法の特徴と
わが国の電子署名法の課題を照射するものとしての意義は，極めて大きいものがあ
るといえる。eIDAS規則と合わせた信頼役務法の見るべき点をいくらか紹介検討し
たこととして本稿を閉じることにしたい。
〔後注〕本稿は，JSPS科学研究費補助金（課題番号16K03291）の補助を受けた研究
の成果の一部である。記して感謝の意を表したい。
ドイツ信頼役務法の検討　　47
24　適格証明書の継続的な検証可能性への配慮と題する信頼役務令（VdV）４条は，証明書と失効
情報のデータおよび書類の他業者または連邦ネットワーク庁への引き継ぎについて定めている
が（同条１項），書類については，可能で合目的である限りで，電子化して引き継ぐことを義
務づけている（同条２項）。
25　前述・前掲注12参照。
